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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第31期
第３四半期
連結累計期間

第32期
第３四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自 平成23年12月１日
至 平成24年８月31日

自 平成24年12月１日
至 平成25年８月31日

自 平成23年12月１日
至 平成24年11月30日

売上高 (百万円) 7,863 21,487 10,870

経常利益 (百万円) 203 1,188 185

四半期(当期)純利益 (百万円) 381 704 1,134

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 385 713 1,152

純資産額 (百万円) 18,095 21,452 18,891

総資産額 (百万円) 69,144 75,444 74,259

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 2,283.52 4,008.73 6,768.08

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 2,124.56 3,037.78 5,932.80

自己資本比率 (％) 26.1 28.3 25.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △940 8,501 △4,473

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,053 △5,736 △2,587

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,839 △250 7,751

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,799 7,158 4,644

　

回次
第31期
第３四半期
連結会計期間

第32期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日

自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △646.46 △898.91

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第31期第３四半期連結累計期間及び第31期の売上高には、消費税等は含まれておりません。また、第32期第

３四半期連結累計期間の売上高には、税込処理を採用している一部の子会社を除き、消費税等は含まれてお

りません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載された「事業等のリス

ク」について、当該有価証券報告書の提出日以後、当四半期報告書提出日までの間において、以下のとお

り変更及び追加すべき事由が生じております。以下の内容は、当該「事業等のリスク」を一括して記載し

たものであり、変更及び追加箇所については、＿＿罫で示しております。

　
当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる主な事項は以下のとおりであります。

なお、以下の記載のうち、将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判

断したものであります。

（1）経済情勢の変動によるリスクについて

当不動産業界におきましては、景気動向・経済情勢、金利動向、税制等の影響を受けやすい特性があ

ります。

　
（2）物件の売却時期による業績の変動について

不動産事業の売上高及び利益は、各プロジェクトの規模や利益率に大きく影響を受けるとともに、当

該事業の売上は顧客への引渡時に計上されることから、各プロジェクトの進捗状況、販売計画の変更、

販売動向の変化及び建設工事等の遅延による引渡時期の変更により、当社グループの経営成績が変動す

る可能性があります。

　また、一取引当たりの金額が高額なプロジェクトも行っており、当該プロジェクトの売却時期が変更

された場合、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　
（3）販売用不動産の評価に関する会計処理の適用について

当社グループは、平成20年11月期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しております。経

済情勢の悪化や不動産市況の悪化等により販売用不動産としての価値が大きく減少した場合には、たな

卸資産の簿価切下げに伴う損失が発生し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　
（4）減損会計の適用について

当社グループは、平成18年11月期より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」を適用しております。当社グループは、不動産賃貸事業をコア事業と定め、賃

貸用不動産に関する効率的活用を進めておりますが、経済情勢や不動産市況の悪化、借主の退去等によ

り賃貸用不動産の収益性が低下した場合等には減損処理が適用され、当社グループの業績及び財政状態

等に影響を及ぼす可能性があります。

　
（5）有利子負債の依存及び資金調達について

当社グループは、不動産事業に係る用地取得費等については、主に金融機関からの借入金によって調

達しており、総資産に占める有利子負債の割合が高くなる傾向にあるため、経済情勢等により市場金利

が上昇した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。　

　
（6）偶然不測の事故・自然災害について

火災、破裂爆発、落雷、風ひょう雪災、地震火災、地震破裂、地震倒壊、噴火及び津波並びに電気的

事故、機械的事故その他偶然不測の事故並びに戦争、暴動、騒乱、テロ等の災害により、当社グループ

が保有する物件について滅失、劣化又は毀損し、その価値が影響を受ける可能性があります。また、偶

然不測の事故・自然災害により不動産に対する投資マインドが冷え込んだ結果、不動産需要が減り、当

社グループの事業が影響を受ける可能性があります。こうした場合には、当社グループの業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。
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（7）法的規制について

当社グループは、宅地建物取引業法、建築基準法、国土利用計画法、都市計画法、借地借家法、信託

業法等各種法令の他、各自治体が制定した条例等による規制を受けるとともに、主に以下の免許・登録

等を取得しております。

　当社グループでは内部管理体制の強化とコンプライアンス体制の整備に努めており、本四半期報告書

提出日現在を含め過去においても、免許・登録等の取り消しや更新拒否の事由となる事実は発生してお

りません。しかし、将来において不本意ながら、これら法令に違反する事実が発生し、免許・登録等の

取り消しや行政処分が発せられた場合には、当社の事業活動や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

　また、関連法令の改正や制定に伴い当社グループの事業活動が制約を受ける場合や当社グループが十

分に対応できない場合には、事業活動や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
　

免許・登録等の名称 会社名 免許・登録等の番号 有効期限

宅地建物取引業免許 サムティ株式会社 国土交通大臣（１）第8105号 平成28年２月14日

一級建築士事務所登録 サムティ株式会社 大阪府知事登録(ロ)第17835号 平成26年３月８日

一般不動産投資顧問業登録 サムティ株式会社 一般第796号 平成27年10月27日

貸金業登録 サムティ株式会社 大阪府知事（02）第12854号 平成26年５月16日

第二種金融商品取引業登録 サムティ株式会社 近畿財務局長(金商)第148号 ─

不動産鑑定業登録 サムティ株式会社 大阪府知事（１）第739号 平成27年１月15日

旅館業法に基づく許可 株式会社サン・トーア
大阪市指令第2007号
10中日保生環き第14号

―

宅地建物取引業免許 有限会社彦根エス・シー 大阪府知事（１）第54865号 平成26年10月１日

マンション管理業登録 サムティ管理株式会社 国土交通大臣（１）第063830号 平成29年２月28日

特定建設業許可 サムティ管理株式会社
大阪府知事許可（特－23）第
137406号

平成29年２月16日

一級建築士事務所登録 サムティ管理株式会社
大阪府知事登録（イ）第23917
号

平成29年２月23日

宅地建物取引業免許 サムティ管理株式会社 大阪府知事（１）第56336号 平成29年３月８日

第二種金融商品取引業登録
サムティアセットマネジメン
ト株式会社

関東財務局長（金商）第2402号 ―

投資運用業登録
サムティアセットマネジメン
ト株式会社

関東財務局長（金商）第2402号 ―

投資助言・代理業登録
サムティアセットマネジメン
ト株式会社

関東財務局長（金商）第2402号 ―

総合不動産投資顧問業登録
サムティアセットマネジメン
ト株式会社

総合-第40号 平成30年１月９日

宅地建物取引業免許
サムティアセットマネジメン
ト株式会社

東京都知事（１）第92527号 平成27年12月24日

貸金業登録
サムティアセットマネジメン
ト株式会社

東京都知事（１）第31381号 平成26年３月30日

(注)燦アセットマネージメント株式会社は、平成25年3月1日に商号をサムティアセットマネジメント株式

会社に変更しました。

　

(8) 訴訟の可能性について

本四半期報告書提出日現在、当社が関係する重大な訴訟の事実はありません。しかしながら、当社が

売却した物件における瑕疵の発生、当社が管理する物件における管理状況に対する顧客からのクレー

ム、入退去時のテナント等とのトラブル等を起因とする、又はこれらから派生する訴訟その他の請求が

発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容及び結果によっては当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。
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(9) 人材の確保・育成について

当社グループの将来の成長は優秀な人材をはじめとする人的資源に大きく依存するため、不動産及び

金融分野における高い専門性と豊富な経験を有するプロフェッショナルな人材の確保と育成が不可欠な

条件であります。しかしながら、計画どおりに当社の求める人材が確保できない場合には、当社の業績

及び今後の事業推進に影響を及ぼす可能性があります。

　
(10) 優先株式の発行による株式の希薄化について

当社は、平成24年７月５日に、Samty Holdings Co.,Ltd.を割当先とする5,000株のＡ種優先株式を発

行しております。当該Ａ種優先株式には、平成25年11月30日又は当社若しくはSamty Holdings

Co.,Ltd.の株式を株式会社大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）以外の証券市場（海外を含む。）へ

上場する準備が整い、当社若しくはSamty Holdings Co.,Ltd.の取締役会その他の業務執行機関が当該

取引所に上場申請することを決議した日のいずれか早い日以降、いつでも行使可能な当社普通株式を対

価とする取得請求権が付されております。当該Ａ種優先株式のすべてにつき、かかる取得請求権が行使

された場合に交付される当社普通株式数は、平成25年５月21日及び５月29日にそれぞれ行われた有償一

般募集及び有償第三者割当により取得価額が調整された結果、50,249株であり、本四半期報告書提出日

現在の発行済普通株式数186,905株（平成25年10月１日から本四半期報告書提出までの新株予約権の行

使により発行された株式数は含まれておりません）の約26.9％に相当し、当社普通株式の既存持分の希

薄化、また株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

当該Ａ種優先株式について「Samty Holdings Co.,Ltd.は保有するＡ種優先株式5,000株のうち、

2,500株については平成26年6月30日又は当社若しくはSamty Holdings Co.,Ltd.が株式会社大阪証券取

引所JASDAQ（スタンダード）以外の証券市場への上場申請の決議した日のいずれか早い日までは当社に

倒産手続等の開始の申立てがあった場合等一定の事由が発生しない限り、当社の書面による事前の同意

を得ることなく、Ａ種優先株式の発行要項12項に規定されている普通株式を対価とする取得請求権を行

使しない。」旨の覚書を平成25年５月２日に締結しております。この結果、Samty Holdings Co.,Ltd.

が保有するＡ種優先株式5,000株のうち、2,500株に係る普通株式を対価とする取得請求権については、

上記のいずれか早い日までの間、原則として行使されないこととなりますが、残りの2,500株につきま

しては、平成25年11月30日以降直ちに普通株式を対価とする取得請求権が行使される可能性があり、こ

の場合、当社の発行済株式数が増加することにより既発行普通株式の希薄化が生じ、その結果として当

社の株価が下落する可能性があります。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、昨年末に発足した新政権の経済政策と金融緩和策

が好感され円安・株高へと転じたほか、輸出環境の持ち直し等により、景気回復への期待感が高まって

おります。しかしながら、円安へ転じた影響による原材料価格の高騰や、消費税増税や雇用状況等の不

安から、全体として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの属する不動産業界におきましては、景況感の好転からオフィスや住宅に対する需要が

増しており、新政権によるデフレ脱却策の下、三大都市圏の地価が5年ぶりに上昇するなど回復の兆し

が見えてきております。

このような事業環境下におきまして、当社グループは、不動産事業における利益率を重視した事業展

開及び賃貸資産の積上げによる収益基盤の強化に努めてまいりました。

この結果、第3四半期連結累計期間の業績は、売上高21,487万円（前年同四半期比173.3％増）、営業

利益2,428百万円（前年同四半期比79.0％増）、経常利益1,188百万円（前年同四半期比485.3％増）、

四半期純利益704百万円（前年同四半期比84.9％増）となりました。

（セグメント別の状況）

①不動産事業

不動産事業は、自社ブランド「S-RESIDENCE」シリーズ等の企画開発・販売及び収益不動産等の再

生・販売を行っております。また投資用マンションの企画開発・販売及びファミリー向け分譲マンショ

ン等の企画開発を行っております。

「S-RESIDENCE」シリーズとして「S-RESIDENCE北浜（大阪市中央区）」及び「S-RESIDENCE難波WEST

（大阪市浪速区）」を売却し、その他収益マンションとして「パラッツオ（東京都墨田区）」、「第２

洛西ハイツ（京都市南区）」、「第３洛西ハイツ（京都市南区）」、「パークテラス住吉（福岡市博多

区）」、商業施設として「アンビエントガーデン和泉中央（大阪府和泉市）」等を売却いたしました。

また、投資用マンションとして「サムティ天満Dio（大阪市北区）」、「スワンズシティ江戸堀（大

阪市西区）」、「エスライズ東心斎橋（大阪市中央区）」、「エスライズ東本町（大阪市中央区）」等

において291戸を販売いたしました。

この結果、当該事業の売上高は17,211百万円（前年同四半期比291.5％増）、営業利益は1,689百万円

（前年同四半期比164.0％増）となりました。

②不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は、賃貸マンション、オフィスビル、商業施設、ホテル等の賃貸及び管理を行ってお

ります。

　賃料収入の増加を図るべく、営業エリアの拡大並びに収益不動産の仕入の強化に努め、「アビタコア

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ（兵庫県伊丹市）」、「心斎橋サムティビル（大阪市中央区）」、「Do鶴見（大阪市鶴見

区）」、「サムティ福岡県庁前（福岡市博多区）」、「ヨーロピア甲東（鹿児島県鹿児島市）」、「ホ

テルウィングインターナショナル名古屋（名古屋市中区）」の取得に加え、「サムティ北浜EST（大阪

市中央区）」を竣工いたしました。

この結果、当該事業の売上高は3,811百万円（前年同四半期比18.3％増）、営業利益は1,713百万円

（前年同四半期比10.1％増）となりました。

③その他の事業

その他の事業は、「センターホテル東京（東京都中央区）」及び「センターホテル大阪（大阪市中央

区）」の２棟のビジネスホテルの保有・運営に加え、分譲マンション管理事業及び建設・リフォーム業

を行っております。

当該事業の売上高は463百万円（前年同四半期比90.6％増）、営業利益73百万円（前年同四半期比

103.2％増）となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産の部）

当第３四半期連結会計期間の資産合計は、前連結会計年度末と比べ、1,184百万円増加し、75,444百

万円となっております。このうち流動資産は3,868百万円減少し、25,710百万円となっており、固定資

産は5,058百万円増加し、49,729百万円となっております。流動資産の主な減少要因は、現金及び預金

2,563百万円の増加及び販売用不動産6,619百万円の減少であります。固定資産の主な増加要因は、有形

固定資産4,114百万円の増加及び投資その他の資産1,013百万円の増加であります。

（負債の部）

当第３四半期連結会計期間の負債合計は前連結会計年度末と比べ、1,376百万円減少し、53,991百万

円となっております。このうち流動負債は3,292百万円減少し、16,530百万円となっており、固定負債

は1,915百万円増加し、37,461百万円となっております。流動負債の主な減少要因は１年内返済予定の

長期借入金4,867百万円の減少、支払手形598百万円の増加、短期借入金862百万円の増加であります。

固定負債の主な増加要因は、長期借入金2,107百万円の増加であります。

（純資産の部）

当第３四半期連結会計期間の純資産合計は、新株発行による資本金1,004百万円及び資本準備金1,004

百万円の増加、四半期純利益の計上による利益剰余金704百万円の増加並びに配当金の支払による利益

剰余金203百万円の減少等により、前連結会計年度末と比べ2,560百万円増加し、21,452百万円となって

おります。

　
（３）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によ

り8,501百万円増加、投資活動により5,736百万円減少、財務活動により250百万円減少した結果、前連

結会計年度末と比べ、2,513百万円増加し、当第３四半期連結累計期間末には7,158百万円となりまし

た。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間における営業活動により獲得した資金は、8,501百万円（前第３四半期連

結累計期間は940百万円の支出）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益1,355百万円、

たな卸資産の減少6,403百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間における投資活動により使用した資金は、5,736百万円（前第３四半期連

結累計期間は3,053百万円の支出）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出7,463百

万円、有形固定資産の売却による収入2,871百万円、投資有価証券の取得による支出1,122百万円による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間における財務活動により使用した資金は、250百万円（前第３四半期連結

累計期間は3,839百万円の収入）となりました。これは主に、短期借入による収入4,982百万円、短期借

入金の返済による支出3,990百万円、長期借入による収入19,082百万円、長期借入金の返済による支出

21,971百万円、株式の発行による収入1,995百万円によるものであります。

　
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
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（５）研究開発活動

該当事項はありません。

　
（６）生産、受注及び販売の実績

①生産実績

当社グループは、不動産事業及び不動産賃貸事業を主要な事業としており、生産実績を定義すること

が困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

②受注実績

当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。

③販売実績

当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 区分

　当第３四半期連結累計期
間　　　(自 平成24年12月１日
 至 平成25年8月31日) 前年同期比(％)

金額(百万円)

不動産事業

開発流動化 2,649 ―

再生流動化 10,855 362.8

アセットマネジメント 185 ―

投資分譲 3,339 75.1

住宅分譲 180 31.8

小計 17,211 291.5

不動産賃貸事業

住居 1,304 11.8

オフィス 1,054 47.8

その他 1,452 8.2

小計 3,811 18.3

その他の事業 　 463 90.6

合計 21,487 173.3

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去をしております。

 ２．本表の金額には、税込処理を採用している一部の子会社を除き、消費税等は含まれておりません。

 ３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

　　　前第３四半期連結累計期間
　　　　(自 平成23年12月１日
　　　　 至 平成24年8月31日)

　　　当第３四半期連結累計期間
　　　　(自 平成24年12月１日
　　　　 至 平成25年8月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱コアエステート 1,871 23.8 ― ―

紀尾井町ツー合同会社 ― ― 2,312 10.8
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 398,000

Ａ種優先株式  5,000

計 403,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

 普通株式 186,895 186,905
東京証券取引所JASDAQ
（スタンダード）

(注)２

 Ａ種優先株式 5,000 5,000 非上場 (注)２、３

計 191,895 191,905 ― ―

(注) １．提出日現在の発行数には、平成25年10月１日からこの四半期報告書提出までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

[剰余金の配当]

(1) Ａ種優先配当

当会社は、毎年12月１日以降翌年11月30日までの事業年度におけるいずれかの日（ただし、平成25年12月１

日以降の日）を基準日として剰余金の配当をするときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録され

たＡ種優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以

下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下、「普通株主」とい

う。）又は普通株式の登録株式質権者（以下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式

１株につき18,000円の金銭による剰余金の配当（以下、「Ａ種優先配当」という。）を行う。ただし、すで

に当該事業年度に属する日を基準日としてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して剰余金の配当

を行ったときは、当該配当の累積額を控除した額とする。

(2) 非累積条項

ある事業年度において、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が、Ａ

種優先配当の額に達しない場合は、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3) 参加条項

当会社は、ある事業年度において、Ａ種優先株主及びＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先配当のほ

か、（ア）普通株主又は普通登録株式質権者に対して当該事業年度に属する日（ただし、平成25年12月１日

以降の日。以下、本(3)において同じ。）を基準日として行う剰余金の配当の額の合計額が普通株式１株に

つき1,000円（当会社の普通株式に株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれに類する事由があっ

た場合には、適切に調整されるものとする。）を初めて超過するときは、普通株主及び普通登録株式質権者

と同順位にて、Ａ種優先株式１株につき、当該超過する額に下記[普通株式を対価とする取得請求権]に定め

る１株当たり取得請求時交付株式数を乗じて得られる額の剰余金の配当を行うものとし、（イ）普通株主又

は普通登録株式質権者に対して当該事業年度に属する日を基準日として（ア）に加えてさらに別の剰余金の

配当を行うときは、普通株主及び普通登録株式質権者と同順位にて、Ａ種優先株式１株につき、普通株主又

は普通登録株式質権者に対して行う剰余金の配当の額の合計額に下記[普通株式を対価とする取得請求権]に

定める１株当たり取得請求時交付株式数を乗じて得られる額の剰余金の配当を行うものとする。
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[残余財産の分配]

(1) 優先残余財産分配金の額

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普

通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき360,000円の金銭を支払う。

(2) 参加条項

当会社は、上記(1)に基づく分配後、さらに残余する財産があるときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株

式質権者に対し、Ａ種優先株式１株につき、普通株式１株当たりの残余財産分配額に、下記[普通株式を対

価とする取得請求権]に定める１株当たり取得請求時交付株式数を乗じて得られる額の残余財産を、普通株

主又は普通登録株式質権者と同順位にて分配する。

[議決権]

Ａ種優先株主は、株主総会において、Ａ種優先株式１株につき１個の議決権を有する。

[普通株式を対価とする取得請求権]

Ａ種優先株主は、平成25年11月30日又は当会社若しくはSamty Holdings Co., Ltd.の株式を株式会社東京証

券取引所JASDAQ（スタンダード）以外の証券市場（海外を含む。）へ上場する準備が整い、当会社若しくは

Samty Holdings Co., Ltd.の取締役会その他の業務執行機関が当該取引所に上場申請することを決議した日

のいずれか早い日以降、いつでも、当会社に対し、次に定める数の普通株式（以下、「取得請求時交付株

式」といい、Ａ種優先株式１株当たりの取得請求時交付株式の数を「１株当たり取得請求時交付株式数」と

いう。）の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全部又は一部を取得することを請求することができ

るものとし、当会社は、当該請求に係るＡ種優先株式を取得するのと引換えに、取得請求時交付株式を、当

該請求に係るＡ種優先株主に対して交付するものとする。ただし、取得請求の日において、取得請求時交付

株式の数が、当会社の発行可能普通株式総数から発行済普通株式数を控除して得られた株式数を上回る場合

には、当会社は、当該株式数の範囲内において、当該取得請求に係るＡ種優先株式の一部を取得する。な

お、かかる方法に従い取得されなかったＡ種優先株式については、取得請求がなされなかったものとみな

す。

(1) Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＡ種優先株式の数に360,000円を

乗じて得られる額を、下記(2)及び(3)で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ａ種優先株式の

取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従い、

これを切り捨てた上、同項に定める金銭をＡ種優先株式の取得を請求したＡ種優先株主に交付するものとす

る。

(2) 当初取得価額

取得価額は、当初、36,000円（以下、「当初取得価額」という。）とする。

(3) 取得価額の調整

① 次に掲げる事由が生ずる場合には、それぞれ次のとおり取得価額を調整する。

・ 普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行済

普通株式数（ただし、その時点で当会社が保有する普通株式数を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」

は「無償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時点で当会社が保有する普通株式数を除く。）」とそれ

ぞれ読み替える。

調整後取得価額＝当初取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株主無償割当てに係る

基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

・普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得価額

を調整する。

調整後取得価額＝当初取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

・下記④に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当会社が保有す

る普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、株式若しくは新株予約権の取得と引換えに普通株式が

交付される場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しくは会社分割

により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下、「取得価額調整式」という。）により取得価

額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下同

じ。）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以下、「株主割当日」と

いう。）の翌日以降これを適用する。なお、当会社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式にお

ける「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当会社が保有する普通株式の数」、「当会社が保有する

普通株式の数」は「処分前において当会社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。
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普通株式の数

×
１株当たり
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普通株式１株当たりの時価

(
発行済普
通株式数

－
当会社が保有す
る普通株式の数

) ＋ 新たに発行する普通株式の数

・当会社に取得させることにより又は当会社に取得されることにより、下記④に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる株式を発行又

は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日に、株式無償割当ての場合には

その効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は、当該基準日。）に、また株主割当日が

ある場合は、その日に、発行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され普通株式が交付されたもの

とみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、

調整後取得価額とする。調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生

ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

・行使することにより又は当会社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と

新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記④に定める普通株式１株当たりの時価を下回る価

額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約権無償割当ての場合

を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（新株予

約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発

行される新株予約権全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得

価額調整式において、「１株当たり払込金額」として、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株

予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調

整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。

ただし、当会社又は当会社の子会社の取締役、監査役又は従業員に対してストックオプション目的で発行さ

れる普通株式を目的とする新株予約権には適用されないものとする。

②上記①に掲げた事由によるほか、次のいずれかに該当する場合には、当会社はＡ種優先株主及びＡ種優先

登録株式質権者に対して、取得価額の調整を行う旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日その他必要

な事項を書面によりあらかじめ通知した上、取締役会が上記①に準じた調整として合理的と判断する方法に

より、必要な取得価額の調整を行うことができる。

・合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収合併、吸収分

割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継、又は新設分割のために取

得価額の調整を必要とするとき。

・取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出に当

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

・その他、発行済普通株式数（ただし、当会社が保有する普通株式の数を除く。）の変更の可能性を生ずる

事由の発生により、当会社が取得価額の調整を必要と認めるとき。

③取得価額の調整に際して計算が必要な場合、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。

④取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日

目に始まる30連続取引日の株式会社東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）における当会社の普通株式の普

通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）とする。

⑤取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどま

るときは、取得価額の調整は行わない。

(4) 取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

(5) 取得請求をしようとするＡ種優先株主は、当会社の定める取得請求書に必要事項を記載した上、これを取得

請求受付場所に提出しなければならない。

(6) 取得の効力は、取得請求書が取得請求受付場所に到着した時に発生し、当会社は、Ａ種優先株式を取得し、

当該取得請求をしたＡ種優先株主は、当会社がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。
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[金銭を対価とする取得請求権]

Ａ種優先株主は、平成25年12月１日以降、いつでも、当会社に対し、金銭の交付と引換えに、その有するＡ

種優先株式の全部又は一部を取得することを請求することができるものとし、当会社は、当該請求に係るＡ

種優先株式１株を取得することと引換えに、360,000円に、払込期日から当該請求のなされた日までの期間

にわたり利率10％の年率複利換算で計算された利息相当額を加算した金額から、上記[剰余金の配当]に基づ

きＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払った当該Ａ種優先株式に係る剰余金の配当の額を

控除した金額に相当する金銭を、当該請求に係るＡ種優先株主に対して交付するものとする。ただし、分配

可能額を超えてＡ種優先株主から本項に基づくＡ種優先株式の取得請求がなされた場合には、当会社は、分

配可能額の範囲内において、取得請求されたＡ種優先株式の数に応じた比例按分その他当会社の取締役会が

決定する方法により、当該取得請求に係るＡ種優先株式の一部を取得する。なお、かかる方法に従い取得さ

れなかったＡ種優先株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。

[優先買戻し特約]

Ａ種優先株主は、その有するＡ種優先株式の全部又は一部（以下、「譲渡株式」という。）を第三者に譲渡

しようとするときは、当該第三者の氏名又は名称及び譲渡株式１株当たりの譲渡価額その他当会社が定める

事項をあらかじめ書面で当会社に通知するものとし、この場合において、当会社は、当該通知後15日間に、

Ａ種優先株主に書面で通知することにより、譲渡株式を譲り受けようとする第三者に優先して、当該期間内

に、譲渡株式を、Ａ種優先株主が当会社に対してした通知に記載された譲渡価額で当会社自ら譲り受け、又

は当会社の指定する第三者をして譲り受けさせることができるものとする。

[株式の併合又は分割、募集株式の割当て等]

(1) 当会社は、Ａ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。

(2) 当会社は、Ａ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与

えず、また株式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

[優先順位]

(1) Ａ種優先株式及び普通株式に係る剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式に係る剰余金の配当を第１順位

とし、普通株式に係る剰余金の配当を第２順位とする。

(2) Ａ種優先株式及び普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式に係る残余財産の分配を第１

順位とし、普通株式に係る残余財産の分配を第２順位とする。

[種類株主総会の決議]

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

   当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成25年６月25日

新株予約権の数(個) 469

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 469

新株予約権の行使時の払込金額(円)  1

新株予約権の行使期間
自 平成25年７月11日
至 平成55年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)(注)１

発行価格    96,444
資本組入額  48,222

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議に
よる承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

(注)３

(注) １．発行価格は、本新株予約権の払込金額１株当たり96,443円と行使時の払込金額１株当たり１円を合算してお

ります。なお、本新株予約権は当社取締役に対して付与されたものであり、本新株予約権の払込金額１株当

たり96,443円は、当社取締役の報酬債権の対当額をもって相殺されました。
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２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役の地位を喪失した日の

翌日から10日間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。ただし、新株予約権者が新株予約

権を行使することができる期間の末日の１か月前の日においても取締役の地位を喪失していないときは、そ

の翌営業日から新株予約権を行使することができる期間の末日までの期間に限り、新株予約権を行使するこ

とができるものとする。

(2) 新株予約権者が死亡したときは、その相続人は下記(4)に定める「新株予約権割当契約書」に従って、新株

予約権を行使できるものとする。

(3) 各新株予約権は、１個を分割して行使できないものとする。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

３．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、次に準じて決定する。

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）は１株とする。ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」とい

う。）後、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同

じ。）又は株式併合が行われる場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力

発生日以降、これを適用する。

上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で

付与株式数を調整することができる。また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適

用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新

株予約権者」という。）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うこと

ができない場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記(3)に従って決定

される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる額とする。再編後払込金額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当た

り１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新

株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

次に準じて決定する。

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額に２分の１を乗じて得た額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じて得た額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役会設置会

社でない場合には、「取締役」とする。）による承認を要するものとする。
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(8) 新株予約権の取得事由及び条件

次に準じて決定する。

当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割

計画承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株

主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合。）は、当社取

締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得することができる。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増加数(株)

発行済株式総数
残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増減
額(百万円)

資本準備金残高
(百万円)

平成25年８月31日 ― 191,895 ― 6,877 ― 6,777

(注)　平成25年９月１日から９月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が10株、資本金及び資

本準備金が０百万円増加しております。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　186,895
Ａ種優先株式5,000

186,895
5,000

「(1)株式の総数等」に記載しており
ます。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 191,895 ― ―

総株主の議決権 ― 191,895 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６株（議決権６個）含まれ

ております。

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年６月１

日から平成25年８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年12月１日から平成25年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人だいちによる四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】
(1)　【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,425 7,989

売掛金 157 199

販売用不動産 15,491 8,871

仕掛販売用不動産 7,749 7,962

商品 0 2

貯蔵品 0 1

繰延税金資産 419 190

その他 340 496

貸倒引当金 △5 △3

流動資産合計 29,579 25,710

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 16,913 19,605

信託建物（純額） 1,853 1,825

土地 22,748 24,427

信託土地 1,059 1,059

その他（純額） 299 71

有形固定資産合計 42,874 46,988

無形固定資産

のれん 166 112

その他 101 86

無形固定資産合計 268 198

投資その他の資産

投資有価証券 196 1,322

長期貸付金 68 －

繰延税金資産 398 309

その他 878 919

貸倒引当金 △13 △8

投資その他の資産合計 1,528 2,542

固定資産合計 44,670 49,729

繰延資産

創立費 0 0

開業費 9 3

繰延資産合計 9 3

資産合計 74,259 75,444
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 708 1,198

短期借入金 2,208 3,070

1年内返済予定の長期借入金 15,912 11,045

未払法人税等 － 327

その他 994 889

流動負債合計 19,823 16,530

固定負債

長期借入金 32,384 34,491

繰延税金負債 447 445

退職給付引当金 65 71

長期預り敷金保証金 1,545 1,399

建設協力金 821 781

匿名組合出資預り金 260 260

その他 21 10

固定負債合計 35,545 37,461

負債合計 55,368 53,991

純資産の部

株主資本

資本金 5,872 6,877

資本剰余金 5,773 6,777

利益剰余金 7,156 7,658

株主資本合計 18,803 21,313

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 16 20

繰延ヘッジ損益 △5 －

その他の包括利益累計額合計 11 20

新株予約権 76 118

純資産合計 18,891 21,452

負債純資産合計 74,259 75,444
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年８月31日)

売上高 7,863 21,487

売上原価 4,949 17,196

売上総利益 2,914 4,290

販売費及び一般管理費 1,557 1,861

営業利益 1,356 2,428

営業外収益

受取利息 5 6

受取配当金 4 25

金利スワップ評価益 0 3

その他 3 33

営業外収益合計 13 68

営業外費用

支払利息 1,083 1,149

支払手数料 32 129

その他 51 29

営業外費用合計 1,167 1,308

経常利益 203 1,188

特別利益

固定資産売却益 662 387

その他 － 0

特別利益合計 662 387

特別損失

固定資産売却損 － 168

減損損失 － 46

ゴルフ会員権評価損 17 －

投資有価証券評価損 50 －

その他 18 5

特別損失合計 86 220

税金等調整前四半期純利益 778 1,355

法人税、住民税及び事業税 271 337

法人税等調整額 128 313

法人税等合計 399 650

少数株主損益調整前四半期純利益 379 704

少数株主損失（△） △1 －

四半期純利益 381 704
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 379 704

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3 3

繰延ヘッジ損益 2 5

その他の包括利益合計 6 8

四半期包括利益 385 713

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 387 713

少数株主に係る四半期包括利益 △1 －
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(3)　【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 778 1,355

減価償却費 605 590

のれん償却額 6 7

減損損失 － 46

受取利息及び受取配当金 △10 △31

支払利息 1,083 1,149

為替差損益（△は益） △0 －

有形固定資産売却損益（△は益） △662 △218

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10 6

売上債権の増減額（△は増加） △20 △44

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,752 6,403

仕入債務の増減額（△は減少） 121 489

前渡金の増減額（△は増加） 214 △116

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △110 △146

その他 251 71

小計 515 9,564

利息及び配当金の受取額 10 29

利息の支払額 △1,089 △1,090

法人税等の支払額 △377 △2

営業活動によるキャッシュ・フロー △940 8,501

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 20

定期預金の預入による支出 △175 △70

有形固定資産の売却による収入 2,805 2,871

有形固定資産の取得による支出 △5,457 △7,463

無形固定資産の取得による支出 △61 △13

投資有価証券の取得による支出 △0 △1,122

出資金の清算による収入 0 －

出資金の払込による支出 △160 △5

長期貸付金の回収による収入 34 87

建設協力金の支払による支出 △39 △39

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,053 △5,736
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,160 4,982

短期借入金の返済による支出 △882 △3,990

長期借入れによる収入 8,216 19,082

長期借入金の返済による支出 △6,361 △21,971

株式の発行による収入 1,970 1,995

配当金の支払額 △194 △202

その他 △69 △147

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,839 △250

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △155 2,513

現金及び現金同等物の期首残高 3,954 4,644

現金及び現金同等物の四半期末残高
※１ 3,799 ※１ 7,158
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【継続企業の前提に関する事項】

　 該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年12月１日 至 平成25年８月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、一般社団法人プロジェクト・エイチは清算結了により、連結の範囲か

ら除外しております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年12月１日 至 平成25年８月31日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より平成24年12月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。なお、これによる当第

３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　 該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

  ※１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲載されている科

目の金額との関係

　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
　至 平成24年８月31日)

　

　

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年８月31日)

　 （平成24年８月31日現在） 　 （平成25年８月31日現在）

　 現金及び預金 4,559 百万円 　 現金及び預金 7,989 百万円

　
預入期間が３ヶ月超の定期預
金 △760 百万円 　

預入期間が３ヶ月超の定期預
金 △830 百万円

　 現金及び現金同等物 3,799 百万円 　 現金及び現金同等物 7,158 百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成23年12月１日 至 平成24年８月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月28日
定時株主総会

普通株式 195 1,200 平成23年11月30日 平成24年２月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。　

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成24年12月１日 至 平成25年８月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年２月27日
定時株主総会

普通株式 203 1,200 平成24年11月30日 平成25年２月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成25年５月21日付で公募による新株式発行について払込みを受け、また、平成25年５月29

日付でオーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関する第三者割当増資について払込みを受け

ました。この結果、第３四半期連結会計期間において資本金が1,004百万円、資本準備金が1,004百万円

増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が6,877百万円、資本準備金が6,777百万円となっ

ております。

　

EDINET提出書類

サムティ株式会社(E04074)

四半期報告書

23/28



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成23年12月１日 至 平成24年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２不動産事業

不動産賃貸
事業

その他の
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,396 3,223 243 7,863 ― 7,863

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 38 38 △38 ―

計 4,396 3,223 281 7,901 △38 7,863

セグメント利益 639 1,556 35 2,232 △875 1,356

（注）１．セグメント利益の調整額△875百万円は、セグメント間取引消去△38百万円、各報告セグメントに配賦され

ない全社費用△831百万円が主であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成24年12月１日 至 平成25年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２不動産事業

不動産賃貸
事業

その他の
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 17,211 3,811 463 21,487 ― 21,487

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 137 137 △137 ―

計 17,211 3,811 601 21,624 △137 21,487

セグメント利益 1,689 1,713 73 3,476 △1,047 2,428

　（注）１．セグメント利益の調整額△1,047百万円は、セグメント間取引消去△137百万円、各報告セグメントに配賦

されない全社費用△909百万円が主であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「不動産事業」セグメントにおいて、のれんの減損損失46百万円を計上しております。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。　

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年12月１日
至 平成24年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年12月１日
至 平成25年８月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 2,283円52銭 4,008円73銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) 381 704

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 381 704

    普通株式の期中平均株式数(株) 166,984 175,845

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 2,124円56銭 3,037円78銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(百万円) ― ―

   普通株式増加数(株) 12,493 56,204

   (うちＡ種優先株式)(株) (10,545) (50,085)

   (うち新株予約権)(株) (1,948) (6,119)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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(重要な後発事象)

当社は、本日(平成25年10月15日)開催の取締役会において、合同会社アンビエントガーデン守山を

営業者とする匿名組合への出資を増額することを決議いたしました。これにより、当社は合同会社ア

ンビエントガーデン守山を当社の持分法適用関連会社とする予定であります。

　　(1) 対象会社の概要

　名称　　　合同会社アンビエントガーデン守山

事業内容　商業施設「ピエリ守山」(滋賀県守山市)の不動産を信託財産とする信託受益権の取

得、保有、処分及び管理

　資本金　　10万円

　　(2) 出資の時期

 平成25年10月末(予定)　

　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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監査法人だいち

代表社員
業務執行社員

　公認会計士   星   野       誠     印

代表社員
業務執行社員

　公認会計士   岡       庄   吾     印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年10月15日

サムティ株式会社

取締役会  御中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサ
ムティ株式会社の平成24年12月１日から平成25年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年６月１日から平成25年８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年12月１日から平成25
年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サムティ株式会社及び連結子会社の平成25
年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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